　　○大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、燃料、原材料等の高騰により影響を受ける中小企業者等の光熱費の負担を軽減するため、エネルギー消費効率の高い設備への更新に対して交付する大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金（以下「補助金」という。）について、大府市補助金等交付規則（昭和４６年大府市規則第７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　中小企業者等　本市に事業所を有する中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業者を含む。）及び複数の中小企業者で構成される企業グループをいう。ただし、企業グループについては、これを構成する中小企業者のうち２分の１以上は、本市に事業所を有するものでなければならない。
⑵　事業所　物の生産又は販売、サービスの提供等が事業として行われている場所をいう。

（補助対象者）

第３条　補助金の交付の対象となる者は、中小企業者等のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。

　⑴　市税を滞納していないこと。
　⑵　国、県又はその他の関係機関から補助金等の交付を受けていないこと。（当該補助金等と補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）が重複していない場合は、補助対象とする。）
　⑶　国の中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金による事業に基づき、一般財団法人省エネルギーセンターが実施する省エネ最適化診断等（以下「省エネ診断」という。）を、第７条の事業計画認定申請日以前２年の間に受診したことがあること、又は省エネ診断を令和５年度に受けることを誓約すること。

（補助対象事業）

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、中小企業者等が、既存の設備から燃料、原材料等の使用量削減等に資する省エネルギー・高効率化設備へ更新する事業とする。
２　補助金の交付を受けることができるのは、１回限りとし、企業グループとして交付を受ける場合もまた同様とする。
　（補助対象設備）
第５条　補助金の交付の対象となる設備（以下「補助対象設備」という。）は、市内の事業所に設置する燃料、原材料等の使用量削減等に資する省エネルギー・高効率化設備で、国の令和４年度先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金として一般社団法人環境共創イニシアチブが実施した(Ｃ)指定設備導入事業の補助対象設備に登録されている設備とする。
（補助金の額）

第６条　補助対象経費は、補助対象設備への更新に係る補助対象設備の購入費とし、補助金の額は、補助対象経費の総額の２分の１以内とする。

２　前項の補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

３　前２項の規定により算出された補助金の額の上限は１００万円、下限は１５万円とする。

（事業計画認定申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申請者」という。）は、あらかじめ、大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金事業計画認定申請書（第１号様式。以下「認定申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴　実施計画書（第２号様式）

⑵　企業の事業概要が分かる書類
⑶　補助対象設備の詳細が分かる書類
⑷　更新する既存設備の写真
⑸　過去２年以内に省エネ診断を受けた者にあっては診断報告書等の写し
⑹　その他市長が必要と認める書類

（承認書の交付）

第８条　市長は、認定申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助の対象となる事業であると認めたときは、大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金事業計画承認書（第３号様式。以下「計画承認書」という。）を補助申請者に交付するものとする。

（計画承認の取消し）

第９条　市長は、補助申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該計画の承認を取り消すことができる。

　⑴　偽りその他不正の手段により承認を受けたと認められるとき。

　⑵　重大な法令違反又は社会的信用を著しく損なう行為があったと認められるとき。

　（補助金の交付の申請）

第１０条　補助申請者は、補助対象事業が完了したとき、又は補助金の交付を受けようとする年度の末日までに、大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金交付申請書（第４号様式。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、省エネ診断を令和５年度に受診する場合にあっては、受診後、速やかに診断報告書等の写しを提出しなければならない。
⑴　実績報告書（第５号様式）

⑵　経費の支払い等を証する書類の写し

⑶　事業の実施状況及び実施結果が確認できる写真等
⑷　その他市長が必要と認める書類
（補助金の交付の決定）

第１１条　市長は、交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、予算の範囲内で補助金の交付を決定するものとする。
２　市長は、補助金の交付を決定したときは、大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金交付決定通知書（第６号様式。以下「交付決定通知書」という。）により、補助申請者に通知しなければならない。

　（補助金の交付請求）

第１２条　交付決定通知書の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、大府市省エネルギー設備導入支援事業費補助金交付請求書（第７号様式）を市長に提出し、補助金の交付の請求をするものとする。

（補助金の不交付等）
第１３条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。

⑴　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたと認められるとき。
⑵　次条第１項に定める承認を受けないで、財産を処分したとき。
⑶　前号に掲げるもののほか、市長が補助金を交付することが不適切であると認めたとき。

　（財産の処分の制限）

第１４条　補助事業者は、補助対象事業により取得した財産を市長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている期間又はそれに準ずるものと認められる期間を経過した場合は、この限りでない。
２　補助事業者が前項の規定による承認を得て財産を処分したことにより収入を得た場合は、市長は、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付させることができる。

　（検査等）

第１５条　市長は、補助申請者及び補助事業者に対し、補助対象事業に関して必要な指示をし、報告を求め、又は検査することができる。

　（委任）

第１６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。

　（適用期間）

２　この要綱は、施行日から令和５年３月３１日までの間に交付申請された補助金について適用する。
